

























によると、1986（昭和 61）年から 2015（平成 27）年の 30 年間、65 歳以上の高齢者いる世帯のうち、三世代
同居の割合は 44.8％から 11.0％に大幅に減少し、そのかわりに、高齢者単独世帯は 13.1％から 26.4％に、夫
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を占め、平成 16 年から少しずつ増加している。その次は子どもで 20％前後を占め、子の配偶者は平成 13 年
の 20％ぐらいから平成 28 年の 9.7％に減少した（図 3）。 
なお、在宅で生活している要介護高齢者の現状として、同居の主な介護者と要介護者の年齢階級別の年次推
移をみると、60 歳以上同士、65 歳以上同士、75 歳以上同士の組合せにおいて、いずれも上昇する傾向がみら

























配偶者 子 子の配偶者 その他の親族・知人・友人 介護サービスの人 その他
出典：平成29年度内閣府高齢者の健康に関する調査結果より筆者作成






















































54.4 58.1 58.9 
62.7 69.0 
70.3 
40.6 41.1 47.6 45.9 
51.2 54.7 
18.7 19.6 24.9 














































































図５ 家族介護支援事業の実施状況（平成 22～24 年） 
出典：株式会社三菱総合研究所「地域支援事業の実施状況等に関する調査研究報告書」（平
成 24 年度）および「地域支援事業の実態及びその効果に関する調査研究事業報告書」（平

























































3) 第 2 回調査の状況 
2018（平成 30）年、地域包括ケアシステムを構築していくうえで、全国の市町村の介護保険者において、
地域包括ケアシステムの開発に関する方針と現状における 3 年間の経年変化、また今後の課題を把握するため、












第 1 回 2015（平成 27）年の調査では、アンケート用紙を 1,580 ヶ所に配布、515 ヶ所から回答を回収し、







2) 調査の結果－第１回調査と第 2 回調査の変化からみる家族介護者支援事業に関する実施の動向 
① 家族介護者支援事業の実施状況について 









図６ 家族介護者支援事業の実施内容（第 1 回） 
 
 
図７ 家族介護者支援事業の実施内容（第 2 回） 
 







































介護者交流事業は 59.8％、家族介護慰労金支給事業は 59.2％、家族介護教室事業は 52.0％、家族介護者相談
支援事業は 30.8％、いずれも前回より減少する傾向がみられた。前回にも実施率が低かった家族介護者に対す
る健康診断の奨励策は、今回さらに減少し、わずか 0.8％となった。その他の事業を実施した介護保険者につ






















 まず、第 1 回調査結果では、家族介護者支援事業の重要性について、「まったく重要でない」と考える介護









































図１０ 今後の実施予定（第 1 回） 
 
 
図１１ 今後の実施予定（第 2 回） 
 
















































































清拭剤、ドライシャンプーなど）が支給」されてきた。しかし、支給の対象者は要介護 4 および 5 の重度の要
介護者、さらに市町村民税非課税世帯に限定され、支給額に一人あたり年間 75,000 円の制限が設けられた。




























介護保険者では、第 1 回は 3.4％、第 2 回は 8.3％で、「やや十分である」について、第 1 回は 47.7％、第 2 回
は 51.3％となっており、全体的に、実施する事業が十分であると考える介護保険者はやや増加する傾向にある。
にもかかわらず、2 回の調査における実施内容の変化を見てみると、実施した事業に関する結果の割合が逆に
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